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１　ＩＲ誘致に向けた理解促進と懸念事項への対策
ＩＲ誘致にあたっては、地域の合意形成が極めて重要であるため、府民全体を対象としたセミナーの開催や広報ツールの活用のほか、地元企業や次代の担い手たる大学生など対象を明確にし、各々の属性の興味、関心に応じた情報発信など、府民の理解促進に向けた取組みを進めるとともに、ギャンブル等依存症や治安・地域風俗環境などＩＲ立地に伴う懸念事項の最小化に向けた対策を推進した。
	年度
	予算額
	決算額

	平成30年度
	11,909千円
	5,716千円


（１）ＩＲ誘致に向けた理解促進

①府民全体への情報発信
（ア）府民向けセミナーの開催
府民を対象に、外部講師及び職員により、ＩＲの必要性や効果、大阪がめざすＩＲ像のほか、懸念事項対策等を説明する「知る、分かる、考える、統合型リゾート（ＩＲ）セミナー」を開催した。

（開催状況）
	　
	開催日時

場所
	内容
	参加
人数

	第１回
	６月４日（月）14:30～16:15

大阪府立大学 I-siteなんば
	(講演)「世界から観るＩＲの軌跡」
	70名

	第２回
	７月３日（火）14:30～16:15
大阪市立大学医学部
医学情報センター
	
	67名

	第３回
	８月１日（水）14:30～16:30

大阪府立大学 I-siteなんば
	(講演１)「大阪府・大阪市のギャンブル等依存症への取組み」

(講演２)「『ギャンブル等依存症』とその対策
	55名

	第４回
	９月５日（水）14:30～16:30

JEC日本研修センター江坂
	
	40名

	第５回
	11月９日（金）18:00～19:30

大阪府立大学 I-siteなんば
	(講演)「ＩＲ整備法がめざす『日本型ＩＲ』の姿」
	39名

	第６回
	11月21日（水）14:30～16:30

りんくう総合医療センター
	(講演１)「ＩＲ整備法の概要及び懸念事項への対策」
(講演２)「ＩＲは大阪の観光政策、都市政策、地域振興の起爆剤」
	39名

	第７回
	12月14日（金）14:30～16:00

関西大学梅田キャンパス
	(講演)「ＩＲ整備法がめざす『日本型ＩＲ』の姿」
	59名

	第８回
	12月26日（水）14:30～16:30

東大阪商工会議所
	(講演１)「ＩＲ整備法の概要及び懸念事項への対策」
(講演２)「ＩＲは大阪の観光政策、都市政策、地域振興の起爆剤」
	50名

	第９回
	３月14日（木）14:30～16:30

大阪府立大学 I-siteなんば
	(講演１)「大阪がめざすＩＲについて」

(講演２)「経済活性化の装置としてのMICE産業」
	110名


（アンケート結果概要：回答者数：443名）
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（イ）広報ツールの活用

府民にＩＲに関する理解を深めていただくため、平成29年度に作成したＩＲの必要性や誘致の効果、懸念事項対策等を説明したリーフレットや動画等を活用し、広く情報発信を行った。

・リーフレット

府市関係施設、セミナー、包括連携協定締結企業（ローソン）等で配架

・ミニリーフレット
大阪市役所及び各区役所、協力の得られた府下市町村、包括連携協定締結企業（大阪信用金庫、イオン）等で配架

・動画
府ＨＰや大阪市役所及び各区役所、包括連携協定締結企業（大阪信用金庫、立命館大学）等で放映

②対象別の情報発信
　　　世代や生活との関わりの程度などによって、ＩＲに対する理解や考え方が異なると推測されることから、対象の興味、関心に応じた情報発信を行った。
（ア）地元企業への情報発信
・地元・中小企業向けビジネスセミナーの開催（１回・169名参加）

　・経済団体等との共催講演会の開催（３回・142名参加）

　・経済団体等への出前講座の開催（14団体・570名参加）

（イ）大学生への情報発信
・提案・研究発表会に向けた大学ゼミとの連携事業の実施（４大学・45名参加）

・外部講師による特別講演の開催（４大学・610名）
・職員による出前授業の開催（12大学・1,524名参加）
（ウ）女性・ファミリー層への情報発信
・女性・ファミリー層を対象とした出前講座の開催（５回・61名参加）

・出前講座の実施により得られた参加者の意見を参考に、パンフレット「新しいものに会える大阪ＩＲ」を作成（3,000部） 

（２）ＩＲ立地に伴う懸念事項の最小化
　①ギャンブル等依存症対策の推進

ＩＲ誘致を契機にギャンブル等依存症の抑制を図るため、高校生を対象とした予防教育等に取組むほか、依存症対策のトップランナーをめざし、全国をリードする依存症対策の構築に向けた検討を進め、独自の対策を、大阪ＩＲ基本構想（案）に盛り込んだ。
・高校3年生等に依存症予防リーフレットを作成・配付（作成部数：約90,000部）
・依存症予防に資する出前授業を実施（実施校：9校）
・府民を対象に依存症予防セミナーを開催（開催回数：3回）
・ギャンブル等依存症対策研究会の設置・運営（開催回数：9回）

　②治安・地域風俗環境対策の推進
　　　大阪府警察と連携を図りながら、具体的な対策の検討を進め、大阪ＩＲ基本構想（案）に盛り込んだ。
調整グループ

１　ＩＲの事業者公募に向けた準備
国における議論や、海外事例の情報収集、分析等を踏まえながら、事業者選定公募の要件とすべき項目や事業者審査体制等の検討、準備を進めた。
（１）大阪ＩＲ（統合型リゾート）の事業化に関するアドバイザリー業務
　　事業条件の骨子や契約重要項目、事業者選定のあり方等、事業設計上の重要事項・課題等を検討した。
	年度
	予算額
	決算額

	平成30年度
	44,081千円
	44,080千円


　　（契約内容）
業　務　名  大阪IR（統合型リゾート）の事業化に関するアドバイザリー業務
契約先　PwC大阪IR共同企業体
　　　　　　　　　　　　代表構成員：PwCコンサルティング合同会社
　　　　　　　　　　　　構成員：PwCアドバイザリー合同会社
契 約 期 間　平成29年3月29日～令和3年2月26日
契 約 金 額   377,193,845円 （税込）

　　　　　　
（２）事業者との対話
	検討項目
	対話実施期間
	回数

	大阪ＩＲの事業性に関すること
	平成30年4月16日～8月31日
	12回

	大阪ＩＲの開発条件に関すること
	平成30年4月16日～8月31日
	28回

	ギャンブル依存症対策に資する最先端技術に関すること
	平成30年5月21日～8月31日
	9回

	ＩＲにおける治安・地域風俗環境対策に関すること
	平成30年7月20日～9月28日
	5回

	大阪ＩＲの事業性に関すること
	平成30年9月3日～平成31年4月19日
	22回

	大阪ＩＲの開発条件に関すること
	平成30年9月3日～平成31年4月19日
	30回


事業者公募に向けた準備として、「ＩＲ推進局における事業者対応等指針」に基づき事業者との対話を行い、事業者選定公募の要件とすべき項目や事業者審査体制の検討、施設計画の調整などを行った。
（３）臨海部交通アクセス検討調査
夢洲まちづくり構想の内容等を踏まえながら、ＩＲ事業者から提案を求める上で必要となる交通アクセスに関する基本条件について検討・調整を進めた。
	年度
	予算額
	決算額

	平成30年度
	2,900千円
	2,900千円
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